







































































界的に貴重な」ものと認識する はいったいどのような根拠に基づ ているのか、という疑問はここでは措いて、 「今日、 『入会』制度 構造と機能 コモンズ論に対応させ 分析する作業はあまり行われていない。実際コモンズ論について、法学者の発言はまだ少ないようであ
）（
（る」との指摘は注目すべきである。法学者と一般的
にいわれている法解釈学者・実務家にとっては、入会の権利義務関係 つ の紛争を解決することが目的であるから、入会権論あるいは「コモンズ」論 いう学術的分析は必要と れず、むしろ不要とすらみなさてきたからであ
）（
（る。このようにみると、法律学から「コモンズ」論を検討する場合には、法社会学からのアプ
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整理（入会権の排除）に協力する、というのは 特定樹種の植 を入会地 村民
（権利者）
に強要することに
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野を整理しようとした。植林は、ただ木を植えるというのではなくして、特定の樹種でなければならない。すなわち、明治政府は、部落有林野の統一および公有林野の整理に際して、入会地で行なわれている慣習が小柴・下草の採取であると意図的に限定し、小柴・下草の採取行為を粗放的・非生産的で反国家的だと一方的に位置づけ、入会地を公有財産として再編し 入会権の解体・消滅を企図したのである。
しかし、入会権者側からすると、土地は荒廃しているとも粗放経営であるとも思っていない。山林の手入れ









等にとって雑木林が必要であったために、農商務省山林局 特定樹種の植林 受け入れること できないのである。
以上のとおり、入会林野では、部落にとって必要とされる樹種が優先的に植林されているか植林され ので、

























は、首肯することができる。しかし、続いて、 「具体的生産活動 一体的に考察され 入会理論の系譜からこ
80




















































































とされる戒能入会論の限界を示すものであろう。戒能氏は、入会権を団体的所有権と 把握していなかったからであろう。仮に団体的所有権であるとみたとしても、それは、入会地を農業＝農民の直接的な共同（ いし協同）による生産的利用という限定 な権利とし 観念していたのであろう。したがっ 、戒能氏によれば、入会権は、入会にたいする農民 直接的利用が行なわれなくなれば、消滅することになるのであろう。同じことが下草についてもいえるであろうから、下草等の林産物が利用さ なくなれば、入会権も消滅することにるのであろう。
このようにみてみると、戒能入会権論からは、自然環境や天然資源の保護・保全や管理のあり方を考察の対



























































































































































































































































に、 「コモンズ」論と法社会学とでは研究の立論 方法論や視点を異にするから、 「コモンズ」論者は、法社会
88
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学の入会研究に立脚したり、入会の権利関係を理解した上で、 「コモンズ」論を展開する必要がないであろう。しかし、 「コモンズ」論者が「共有地の管理」とか「共有資源の管理」 、あるいは「共同性」とか「総有」というものについて入会と重ねて論ずるかぎり、たとえ専門の分野が異なっているとしても、入会権の私権的性格および団体的性格を無視してよいということにはならないであろう。また、 論者は が存在しないと明確に指摘しうるところでは自然環境論、開発論、地域社会論を自由に展開してもよ が、入会集団の存在が明らかなところでは、入会権の歴史や入会集団 基本的性格と構造とを明らかにすべきであろう。そうして、このことは、法社会学についてもあ はま であろう。しかも、今日では、法社会学じたいが概念法学的研究に向かう傾向にあるので、法社会学からの「コモンズ」研究とりわけ「ローカル・コモンズ」研究入会についてのフィールドワークを基礎においた実証と分析を十分に踏まえな ればなら いであろう。コモンズ論者が入会権ならびに入会集団を無視して自説を主張す ならば そのよう コモンズ」論は入会集団にとって有害なものと ろう。
明治維新以来、政府は、 「近代化」の美名のもとで富国強兵策・戦争（準備）体制を遂行するために、入会




















































内務省の政策については、北條浩『日本近代林政史の研究』 御茶の水書房、一九九四年） 、同『部落・部落有財産 近代

























































この「鑑定報告書」は、そ 後、 「山梨県山中部落の入会権」法学協会雑誌八六巻一号 一九六九年）と改題されて出され









































代、展望』 （日本評論社、二〇〇九年）四七一頁以下を参照されたい。また、このように考えると そもそも徳川時代の「所有」 （所持）の基礎構造を規定する際に、ゲヴェーレ論に依拠して封建的土地所有を「領主的所有」と「農民的所有」の重畳的所 と概念構成してきたこと自体にも検討を加える必要があるように思われるのである（村田彰 三田用水事件における渡辺洋三氏の『鑑定書』 」流経法学八巻一号五五頁〔二〇〇八年〕 ） 。
